
告 示○生活保護法による介護扶助のための介護を担当させる指定介護機関の名称の変更の届出

（定型子福２）福祉政策課

沖縄県告示第333号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、

指定介護機関から次のとおり名称を変更した旨の届出があった。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 訪問看護

指定介護機関の名称 指定介護機関の所在地 変更前 変更後 変更年月日

多幸会訪問看護ステー 宮古島市平良字下里1201 訪問看護ステー 多幸会訪問看護 平成28年４月７日
ション 番地10 ション花 ステーション

２ 介護予防訪問看護

指定介護機関の名称 指定介護機関の所在地 変更前 変更後 変更年月日

多幸会訪問看護ステー 宮古島市平良字下里1201 訪問看護ステー 多幸会訪問看護 平成28年４月７日
ション 番地10 ション花 ステーション
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　策課）…………………………………………………………………………………………………………………１
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　政策課）………………………………………………………………………………………………………………２

⃝漁業災害補償法に基づく規約の設定についての同意成立の認定（水産課）…………………………………２

⃝歳入の収納の事務の委託（中小企業支援課）……………………………………………………………………２

⃝県民広場地下駐車場の利用料金の承認（道路管理課）…………………………………………………………３
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○生活保護法による介護扶助のための介護を担当させる指定介護機関の所在地の変更の届出

（定型子福２）福祉政策課

沖縄県告示第334号

生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、

指定介護機関から次のとおり所在地を変更した旨の届出があった。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 通所介護

指定介護機関の名称 指定介護機関の所在地 変更前 変更後 変更年月日

デイサービス花笠 宜野湾市野嵩三丁目33番 宜野湾市野嵩三 宜野湾市野嵩三 平成28年５月１日
15号 丁目33番11号 丁目33番15号

２ 通所リハビリテーション

指定介護機関の名称 指定介護機関の所在地 変更前 変更後 変更年月日

通所リハビリテーショ 浦添市字前田1152番地１ 浦添市前田二丁 浦添市字前田11 平成28年３月１日
ンあじさい 目14番６号 52番地１

３ 介護予防通所リハビリテーション

指定介護機関の名称 指定介護機関の所在地 変更前 変更後 変更年月日

通所リハビリテーショ 浦添市字前田1152番地１ 浦添市前田二丁 浦添市字前田11 平成28年３月１日
ンあじさい 目14番６号 52番地１

（案１）

○漁業災害補償法に基づく規約の設定についての同意成立の認定 定型農水３（水産課）

沖縄県告示第335号

漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）に基づく規約の設定について同意があった旨の届出が次のとお

りあり、同法第108条第５項において準用する同法第105条の２第４項の規定により、当該同意が同法第108

条第２項に規定する要件に適合すると認める。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

加入区の名称 漁業の区分 届出人の住所及び氏名

国頭・読谷村・知 大型定置漁業 国頭村字辺戸名264番３地先 国頭漁業協
念加入区 同組合

読谷村字都屋33番地 読谷村漁業協同組合
南城市知念字知名904番地 照喜納智

件名：歳入の収納の事務の委託

（定型共通１）

（商工労働部 中小企業支援課）

沖縄県告示第336号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり歳入の収納の事務を

委託した。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 委託した収納事務 平成28年度旧中小企業設備近代化資金貸付金の元金償還金及び平成28年度中小企業

高度化資金貸付金の元金償還金の収納事務

２ 受託者の名称及び所在地

⑴ 名称 株式会社沖縄債権回収サービス

⑵ 所在地 那覇市西１丁目19番７号

３ 委託期間 平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

（案）

件名：県民広場地下駐車場の利用料金の承認

（定型外） 道路管理課

沖縄県告示第337号

沖縄県自動車駐車場管理条例（平成10年沖縄県条例第16号）第９条第４項の規定により、次のとおり県民

広場地下駐車場の利用料金を承認した。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 施設の名称 県民広場地下駐車場

２ 指定管理者 那覇市おもろまち１丁目１番12号 株式会社沖縄ダイケン

３ 利用料金の適用年月日 平成28年４月１日

４ 利用料金の額

⑴ 普通駐車

区分 利用料金の額

時間内駐車 二輪車 １台１時間までは100円、１時間を超える30分までごとにつき50円とし、１回
の利用につきこれらの合計額が400円を超えるときは400円

四輪車 １台１時間までは300円、１時間を超える30分までごとにつき150円とし、１
回の利用につきこれらの合計額が1,200円を超えるときは1,200円

時間外駐車 二輪車 １台１泊につき350円

四輪車 １台１泊につき1,050円

⑵ 定期駐車券による駐車（時間内駐車に限る。）

区分 利用料金の額

二輪車 １台１月につき7,000円

四輪車 １台１月につき21,000円

二輪車 １台土曜日及び日曜日を除く１月につき5,500円

四輪車 １台土曜日及び日曜日を除く１月につき16,000円
（案）１

件名：土砂災害警戒区域の指定

（定型土海５） 海岸防災課

沖縄県告示第338号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項

の規定により、土砂災害警戒区域を次のとおり指定する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

土砂災害の発生原因と
区域の名称 指定の区域

なる自然現象の種類

百名⑵ 南城市玉城字百名の区域のうち、次の図に示す区域（「次の 急傾斜地の崩壊
図」は、省略し、その図面を沖縄県南部土木事務所及び南城
市役所において縦覧に供する。）

百名⑶ 南城市玉城字百名及び字仲村渠の区域のうち、次の図に示す 急傾斜地の崩壊
区域（「次の図」は、省略し、その図面を沖縄県南部土木事
務所及び南城市役所において縦覧に供する。）

百名⑷ 南城市玉城字百名及び字玉城の区域のうち、次の図に示す区 急傾斜地の崩壊
域（「次の図」は、省略し、その図面を沖縄県南部土木事務
所及び南城市役所において縦覧に供する。）
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件名：県民広場地下駐車場の利用料金の承認

（定型外） 道路管理課

沖縄県告示第337号

沖縄県自動車駐車場管理条例（平成10年沖縄県条例第16号）第９条第４項の規定により、次のとおり県民

広場地下駐車場の利用料金を承認した。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 施設の名称 県民広場地下駐車場

２ 指定管理者 那覇市おもろまち１丁目１番12号 株式会社沖縄ダイケン

３ 利用料金の適用年月日 平成28年４月１日

４ 利用料金の額

⑴ 普通駐車

区分 利用料金の額

時間内駐車 二輪車 １台１時間までは100円、１時間を超える30分までごとにつき50円とし、１回
の利用につきこれらの合計額が400円を超えるときは400円

四輪車 １台１時間までは300円、１時間を超える30分までごとにつき150円とし、１
回の利用につきこれらの合計額が1,200円を超えるときは1,200円

時間外駐車 二輪車 １台１泊につき350円

四輪車 １台１泊につき1,050円

⑵ 定期駐車券による駐車（時間内駐車に限る。）

区分 利用料金の額

二輪車 １台１月につき7,000円

四輪車 １台１月につき21,000円

二輪車 １台土曜日及び日曜日を除く１月につき5,500円

四輪車 １台土曜日及び日曜日を除く１月につき16,000円
（案）１

件名：土砂災害警戒区域の指定

（定型土海５） 海岸防災課

沖縄県告示第338号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項

の規定により、土砂災害警戒区域を次のとおり指定する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

土砂災害の発生原因と
区域の名称 指定の区域

なる自然現象の種類

百名⑵ 南城市玉城字百名の区域のうち、次の図に示す区域（「次の 急傾斜地の崩壊
図」は、省略し、その図面を沖縄県南部土木事務所及び南城
市役所において縦覧に供する。）

百名⑶ 南城市玉城字百名及び字仲村渠の区域のうち、次の図に示す 急傾斜地の崩壊
区域（「次の図」は、省略し、その図面を沖縄県南部土木事
務所及び南城市役所において縦覧に供する。）

百名⑷ 南城市玉城字百名及び字玉城の区域のうち、次の図に示す区 急傾斜地の崩壊
域（「次の図」は、省略し、その図面を沖縄県南部土木事務
所及び南城市役所において縦覧に供する。）
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（定型共通１）住宅課

件名：歳入の収納の事務の委託

（住宅課）

沖縄県告示第339号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり歳入の収納の事務を

委託した。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 委託した収納事務 県営住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料の収納事務

２ 受託者の名称及び所在地

⑴ 名称 株式会社沖縄債権回収サービス

⑵ 所在地 那覇市西１丁目19番７号

３ 委託期間 平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

公 告○大規模小売店舗の新設の届出 定 型 商 中 １

中小企業支援課

公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定により、次のとおり新設の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年６月14日から同年10月14日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

糸満市経済観光部商工観光課において縦覧に供する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 届出年月日 平成28年５月20日

２ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ニッシン㈱楽・働・館 糸満市西崎町五丁目13番６号

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社 糸満市字潮平

787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑶ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社

糸満市字潮平787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑷ 大規模小売店舗の新設をする日 平成29年１月20日

⑸ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 1,462平方メートル

⑹ 駐車場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 36台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑺ 駐輪場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 ８台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑻ 荷さばき施設の位置及び面積 位置 次の図のとおり、面積 32平方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑼ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 位置 次の図のとおり、容量 4.1116立方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑽ 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 開店時刻 午前６時30分、閉店時

刻 午後７時

⑾ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前６時30分から午後７時まで

⑿ 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 出入口の数 入口４か所、出口４か所、出入口の位置 次の

図のとおり

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⒀ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 午前７時から午後７時まで

３ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。

○大規模小売店舗の新設の届出 定 型 商 中 １

中小企業支援課

公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定により、次のとおり新設の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年６月14日から同年10月14日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

糸満市経済観光部商工観光課において縦覧に供する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 届出年月日 平成28年５月20日

２ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ニッシン㈱楽・働・館 糸満市西崎町五丁目13番６号

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社 糸満市字潮平

787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑶ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社

糸満市字潮平787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑷ 大規模小売店舗の新設をする日 平成29年１月20日

⑸ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 1,462平方メートル

⑹ 駐車場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 36台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑺ 駐輪場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 ８台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑻ 荷さばき施設の位置及び面積 位置 次の図のとおり、面積 32平方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑼ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 位置 次の図のとおり、容量 4.1116立方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑽ 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 開店時刻 午前６時30分、閉店時

刻 午後７時

⑾ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前６時30分から午後７時まで

⑿ 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 出入口の数 入口４か所、出口４か所、出入口の位置 次の

図のとおり

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⒀ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 午前７時から午後７時まで

３ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。

（定型土建18）建築指導課

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年11月24日 沖縄県指令土第903号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 糸満市字大里古島原1842番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 糸満市字阿波根391番地の１グリーンヒル花城403号 島村憲作、

糸満市字阿波根391番地の１グリーンヒル花城403号 島村由紀子

５ 検査済証番号 平成28年６月３日 第4301号

６ 工事完了年月日 平成28年５月27日

（定型土建18）北部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県北部土木事務所長 真 栄 里 嘉 孝

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年５月７日 沖縄県指令北土第201号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 名護市大北一丁目4133番１ほか14筆

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 名護市大東三丁目17番９－１号 社会福祉法人城山ネットワー

ク会議 理事長 山城一

５ 検査済証番号 平成28年３月22日 Ｈ第５号

６ 工事完了年月日 平成28年３月15日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年７月３日 沖縄県指令中土第2730号、平成27年10月30日 沖縄

県指令中土第3773号（変更）

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字桃原桃原90番３

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 浦添市字経塚680番地渡久山マンション203 金城幸敏

５ 検査済証番号 平成28年３月23日 Ｃ第243号

６ 工事完了年月日 平成28年３月14日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年５月22日 沖縄県指令中土第1871号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字小波津安世良396番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 宜野湾市新城二丁目39番29 403号ヴィラ永田町 小波津安盛

５ 検査済証番号 平成28年４月８日 Ｃ第244号

６ 工事完了年月日 平成28年４月１日

○大規模小売店舗の新設の届出 定 型 商 中 １

中小企業支援課

公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定により、次のとおり新設の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年６月14日から同年10月14日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

糸満市経済観光部商工観光課において縦覧に供する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 届出年月日 平成28年５月20日

２ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ニッシン㈱楽・働・館 糸満市西崎町五丁目13番６号

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社 糸満市字潮平

787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑶ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社

糸満市字潮平787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑷ 大規模小売店舗の新設をする日 平成29年１月20日

⑸ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 1,462平方メートル

⑹ 駐車場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 36台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑺ 駐輪場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 ８台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑻ 荷さばき施設の位置及び面積 位置 次の図のとおり、面積 32平方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑼ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 位置 次の図のとおり、容量 4.1116立方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑽ 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 開店時刻 午前６時30分、閉店時

刻 午後７時

⑾ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前６時30分から午後７時まで

⑿ 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 出入口の数 入口４か所、出口４か所、出入口の位置 次の

図のとおり

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⒀ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 午前７時から午後７時まで

３ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。

○大規模小売店舗の新設の届出 定 型 商 中 １

中小企業支援課

公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定により、次のとおり新設の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年６月14日から同年10月14日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

糸満市経済観光部商工観光課において縦覧に供する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 届出年月日 平成28年５月20日

２ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ニッシン㈱楽・働・館 糸満市西崎町五丁目13番６号

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社 糸満市字潮平

787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑶ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社

糸満市字潮平787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑷ 大規模小売店舗の新設をする日 平成29年１月20日

⑸ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 1,462平方メートル

⑹ 駐車場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 36台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑺ 駐輪場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 ８台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑻ 荷さばき施設の位置及び面積 位置 次の図のとおり、面積 32平方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑼ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 位置 次の図のとおり、容量 4.1116立方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑽ 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 開店時刻 午前６時30分、閉店時

刻 午後７時

⑾ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前６時30分から午後７時まで

⑿ 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 出入口の数 入口４か所、出口４か所、出入口の位置 次の

図のとおり

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⒀ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 午前７時から午後７時まで

３ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。

平成28年６月14日　火曜日 公　　　　報 第4452号
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○大規模小売店舗の新設の届出 定 型 商 中 １

中小企業支援課

公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規定により、次のとおり新設の届出があっ

た。

なお、関係書類は、平成28年６月14日から同年10月14日までの間、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び

糸満市経済観光部商工観光課において縦覧に供する。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 届出年月日 平成28年５月20日

２ 届出の概要

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 ニッシン㈱楽・働・館 糸満市西崎町五丁目13番６号

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社 糸満市字潮平

787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑶ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名 ニッシン株式会社

糸満市字潮平787番地の４ 代表取締役 金城和行

⑷ 大規模小売店舗の新設をする日 平成29年１月20日

⑸ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 1,462平方メートル

⑹ 駐車場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 36台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑺ 駐輪場の位置及び収容台数 位置 次の図のとおり、収容台数 ８台

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑻ 荷さばき施設の位置及び面積 位置 次の図のとおり、面積 32平方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑼ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 位置 次の図のとおり、容量 4.1116立方メートル

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⑽ 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 開店時刻 午前６時30分、閉店時

刻 午後７時

⑾ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前６時30分から午後７時まで

⑿ 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 出入口の数 入口４か所、出口４か所、出入口の位置 次の

図のとおり

（「次の図」は、省略し、沖縄県商工労働部中小企業支援課及び糸満市経済観光部商工観光課におい

て縦覧に供する。）

⒀ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 午前７時から午後７時まで

３ 意見書の提出方法及び提出期限

⑴ 大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保

持の見地から配慮すべき事項について意見を有する者は、知事に意見書を提出することができる。

⑵ 意見書は、縦覧期間満了の日までに、意見の要旨及びその理由並びに住所及び氏名を記載して沖縄県

商工労働部中小企業支援課に提出すること。

（定型土建18）建築指導課

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年11月24日 沖縄県指令土第903号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 糸満市字大里古島原1842番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 糸満市字阿波根391番地の１グリーンヒル花城403号 島村憲作、

糸満市字阿波根391番地の１グリーンヒル花城403号 島村由紀子

５ 検査済証番号 平成28年６月３日 第4301号

６ 工事完了年月日 平成28年５月27日

（定型土建18）北部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県北部土木事務所長 真 栄 里 嘉 孝

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年５月７日 沖縄県指令北土第201号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 名護市大北一丁目4133番１ほか14筆

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の所在地及び名称 名護市大東三丁目17番９－１号 社会福祉法人城山ネットワー

ク会議 理事長 山城一

５ 検査済証番号 平成28年３月22日 Ｈ第５号

６ 工事完了年月日 平成28年３月15日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年７月３日 沖縄県指令中土第2730号、平成27年10月30日 沖縄

県指令中土第3773号（変更）

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字桃原桃原90番３

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 浦添市字経塚680番地渡久山マンション203 金城幸敏

５ 検査済証番号 平成28年３月23日 Ｃ第243号

６ 工事完了年月日 平成28年３月14日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年５月22日 沖縄県指令中土第1871号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字小波津安世良396番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 宜野湾市新城二丁目39番29 403号ヴィラ永田町 小波津安盛

５ 検査済証番号 平成28年４月８日 Ｃ第244号

６ 工事完了年月日 平成28年４月１日
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（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年５月22日 沖縄県指令中土第1871号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字小波津安世良396番１

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 宜野湾市新城二丁目39番29 403号ヴィラ永田町 小波津安盛

５ 検査済証番号 平成28年４月８日 Ｃ第244号

６ 工事完了年月日 平成28年４月１日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年９月10日 沖縄県指令中土第3273号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 中城村字伊舎堂伊舎堂原126番２

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 中城村字屋宜730番地ハウス仲真２Ｆ 安里幸子

５ 検査済証番号 平成28年４月12日 Ｃ第245号

６ 工事完了年月日 平成28年３月25日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年１月23日 沖縄県指令中土第270号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 中城村字奥間奥間原29番６及び29番４の一部

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 中城村字和宇慶216番地 大城悟

５ 検査済証番号 平成28年４月15日 Ｃ第246号

６ 工事完了年月日 平成28年３月26日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年８月７日 沖縄県指令中土第2955号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字呉屋西門141番２、141番６及び153番３

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 北谷町字桃原13番地３コンフォース目取眞102号 新垣将士

５ 検査済証番号 平成28年４月15日 Ｃ第247号

６ 工事完了年月日 平成28年４月11日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年６月２日 沖縄県指令中土第1965号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字小波津東69番及び69番２

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 埼玉県東松山市大字石橋2148番地７ 小波津諒

５ 検査済証番号 平成28年４月19日 Ｃ第248号

６ 工事完了年月日 平成28年４月７日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年６月２日 沖縄県指令中土第1965号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字小波津東69番及び69番２

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 埼玉県東松山市大字石橋2148番地７ 小波津諒

５ 検査済証番号 平成28年４月19日 Ｃ第248号

６ 工事完了年月日 平成28年４月７日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年７月16日 沖縄県指令中土第2786号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字呉屋上原373番７及び373番21

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 西原町字上原336番地の１ガレッジビューハイムＡＫ203号 玉那

覇昌義

５ 検査済証番号 平成28年４月21日 Ｃ第249号

６ 工事完了年月日 平成28年３月26日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年４月９日 沖縄県指令中土第1271号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字翁長運堂原660番５

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 浦添市前田一丁目２番３号ガーデンハウス201 亀川勉

５ 検査済証番号 平成28年４月28日 Ｃ第250号

６ 工事完了年月日 平成28年４月20日

沖縄県選挙管理委員会告示第18号

政見放送及び経歴放送実施規程（平成６年自治省告示第165号）第２条第７項の規定により、平成28年７

月10日執行予定の参議院沖縄県選挙区選出議員選挙において政見放送を行うこととなる基幹放送事業者及び

当該基幹放送事業者の放送設備により行うことができる政見放送の回数は、次のとおりである。

平成28年６月14日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

放送の種類 基幹放送事業者 政見放送の回数

琉球放送株式会社 １回

テレビジョン放送 沖縄テレビ放送株式会社 １回

琉球朝日放送株式会社 １回

ラジオ放送 琉球放送株式会社 １回

沖縄県選挙管理委員会告示第19号

平成28年７月10日執行予定の参議院沖縄県選挙区選出議員選挙における公職選挙法（昭和25年法律第100

号）第22条第２項の規定による選挙人名簿の登録について、被登録資格の決定の基準日、登録の日及び縦覧

期間を次のとおり定めた。

平成28年６月14日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

１ 被登録資格の決定の基準日 平成28年６月21日。ただし、年齢については平成28年７月10日

２ 登録の日 平成28年６月21日

３ 縦覧期間 平成28年６月22日
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（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年６月２日 沖縄県指令中土第1965号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字小波津東69番及び69番２

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 埼玉県東松山市大字石橋2148番地７ 小波津諒

５ 検査済証番号 平成28年４月19日 Ｃ第248号

６ 工事完了年月日 平成28年４月７日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年７月16日 沖縄県指令中土第2786号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字呉屋上原373番７及び373番21

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 西原町字上原336番地の１ガレッジビューハイムＡＫ203号 玉那

覇昌義

５ 検査済証番号 平成28年４月21日 Ｃ第249号

６ 工事完了年月日 平成28年３月26日

（定型土建18）中部土木事務所

件名：開発行為に関する工事の完了

公 告

都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、次の開発行為に関する工事が完了した

ので、検査済証を交付した。

平成28年６月14日

沖縄県中部土木事務所長 赤 崎 勉

１ 開発許可年月日及び指令番号 平成27年４月９日 沖縄県指令中土第1271号

２ 開発区域に含まれる地域の名称 西原町字翁長運堂原660番５

３ 公共施設 なし

４ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 浦添市前田一丁目２番３号ガーデンハウス201 亀川勉

５ 検査済証番号 平成28年４月28日 Ｃ第250号

６ 工事完了年月日 平成28年４月20日

選挙管理委員会事項

沖縄県選挙管理委員会告示第18号

政見放送及び経歴放送実施規程（平成６年自治省告示第165号）第２条第７項の規定により、平成28年７

月10日執行予定の参議院沖縄県選挙区選出議員選挙において政見放送を行うこととなる基幹放送事業者及び

当該基幹放送事業者の放送設備により行うことができる政見放送の回数は、次のとおりである。

平成28年６月14日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

放送の種類 基幹放送事業者 政見放送の回数

琉球放送株式会社 １回

テレビジョン放送 沖縄テレビ放送株式会社 １回

琉球朝日放送株式会社 １回

ラジオ放送 琉球放送株式会社 １回

沖縄県選挙管理委員会告示第19号

平成28年７月10日執行予定の参議院沖縄県選挙区選出議員選挙における公職選挙法（昭和25年法律第100

号）第22条第２項の規定による選挙人名簿の登録について、被登録資格の決定の基準日、登録の日及び縦覧

期間を次のとおり定めた。

平成28年６月14日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

１ 被登録資格の決定の基準日 平成28年６月21日。ただし、年齢については平成28年７月10日

２ 登録の日 平成28年６月21日

３ 縦覧期間 平成28年６月22日
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沖縄県選挙管理委員会告示第19号

平成28年７月10日執行予定の参議院沖縄県選挙区選出議員選挙における公職選挙法（昭和25年法律第100

号）第22条第２項の規定による選挙人名簿の登録について、被登録資格の決定の基準日、登録の日及び縦覧

期間を次のとおり定めた。

平成28年６月14日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

１ 被登録資格の決定の基準日 平成28年６月21日。ただし、年齢については平成28年７月10日

２ 登録の日 平成28年６月21日

３ 縦覧期間 平成28年６月22日

沖縄県選挙管理委員会告示第20号

平成28年７月10日執行予定の参議院沖縄県選挙区選出議員選挙について、公職選挙法（昭和25年法律第10

0号）第30条の７第１項の規定による在外選挙人名簿に係る縦覧期間を次のとおり定めた。

平成28年６月14日

沖縄県選挙管理委員会

委員長 当 山 尚 幸

縦覧期間 平成28年６月22日
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